
                          平成27年12月22日 

記者発表資料 

 

平成26年度における県内の障害者虐待の状況について 

   

障害者虐待防止法（障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に 

関する法律。以下、「法」といいます。）に基づく通報等の状況を取りまとめ

ましたので公表します。 

 

※ 厚生労働省が実施した「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法

律に基づく対応状況等に関する調査」の県内市町村分を集計したものです。 

括弧内は平成25年度の件数、人数を示します。 

 

１ 対象期間 

  平成26年４月１日から平成27年３月31日まで 

 

２ 通報・届出・相談件数 

  市町村や県に寄せられた通報等の件数は、496件（779件）でした。 

  （内訳） 

    養護者による障害者虐待          258件（347件） 

    障害者福祉施設従事者等による障害者虐待  201件（388件） 

    使用者による障害者虐待           37件（ 44件） 

 

３ 虐待の事実が認められた事例 

（１）件数 及び 虐待を受けた障害者の人数 

上記２のうち、市町村や県の事実確認により虐待の事実が認められた  

事例は121件（153件）、虐待を受けた障害者の数は、147人（156人）でした。 

 （内訳） 

  養護者による障害者虐待         99件、99人（114件、114人） 

  障害者福祉施設従事者等による障害者虐待 15件、34人（ 29件、 30人） 

  使用者による障害者虐待          7件、14人（ 10件、 12人） 



（２）障害種類別内訳 

知的障害者が88人と最も多く、次いで精神障害が50人、身体障害が22人の

順となっています。 

※１人が複数の障害を有している場合は重複計上しています。 

障害種別
養護者による
障害者虐待

障害者福祉施設
従事者等による
障害者虐待

使用者による
障害者虐待

合計

身体障害 20 (19) 2 ( 5) 0 ( 0)22 (24)

知的障害 53 (54) 29 (18) 6 (10)88 (82)

精神障害(発達障害除く) 36 (51) 6 ( 6) 8 ( 1)50 (58)

発達障害 1 ( 1) 0 ( 2) 0 ( 2)  1 ( 5)

その他の心身の機能障害 1 ( 2) 1 ( 0) 0 ( 0) 2 ( 2)

 

（３）虐待類型別内訳 

身体的虐待が73件と最も多く、次いで心理的虐待が47件、経済的虐待が20件、 

放棄・放置が18件、性的虐待が10件の順となっています。 

使用者による障害者虐待では、経済的虐待が最も多くなっています。 

※１件の事案で複数の類型が該当している場合は重複計上しています。 

虐待の類型
養護者による
障害者虐待

障害者福祉施設
従事者等による
障害者虐待

使用者による
障害者虐待

合計

身体的虐待 65 (77) 8 (16) 0 ( 3)73 (96)

性的虐待 5 ( 9) 3 ( 1) 2 ( 2)10 (12)

心理的虐待 39 (40) 6 (14) 2 ( 6)47 (60)

放棄・放置（ﾈｸﾞﾚｸﾄ） 18 (20) 0 ( 1) 0 ( 1)18 (22)

経済的虐待 16 (20) 1 ( 2) 3 ( 4)20 (26)

 

  



４ 法第20条に基づく公表事項 

  上記３以外で、法第20条及び法施行規則第３条において公表することと 

されている事項については、次のとおりです。 

 

（１）虐待があった障害者福祉施設等の種別 

  ・障害者支援施設     ３件（８件） 

  ・生活介護        ２件（３件） 

  ・短期入所        １件（１件） 

  ・就労継続支援Ｂ型    ３件（６件） 

  ・共同生活援助      ２件（８件） 

  ・地域活動支援センター  １件（２件） 

  ・放課後等デイサービス  ３件（０件） 

（２）虐待を行った障害者福祉施設従事者等の職種（重複あり） 

・設置者         １件（２件） 

・管理者         ３件（１件） 

  ・サービス管理責任者   １件（４件） 

・生活支援員       ８件（12件） 

・世話人         １件（３件） 

・指導員         １件（０件） 

・児童発達支援管理責任者 １件（０件） 

（３）虐待が認められた事案に対する市町村・県による対応（重複あり） 

  ・施設等に対する指導                 14件（23件） 

  ・施設等からの改善計画の提出依頼           ７件（14件） 

  ・虐待を行った障害者福祉施設従事者等への注意・指導  ３件（２件） 

  ・報告徴収等（障害者総合支援法・児童福祉法に基づく権限行使） ２件（１件） 

・改善勧告（障害者総合支援法・児童福祉法に基づく権限行使）  ６件（０件） 

・その他                       ２件（６件） 

 

 

（問い合わせ先） 

             神奈川県 保健福祉局 福祉部 障害福祉課 

               課長               中元   電 話 045-210-4700 

             地域生活支援ｸﾞﾙｰﾌﾟ 鎌倉  電 話 045-210-4713 

                          ﾌｧｸｼﾐﾘ 045-201-2051 
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参考資料 

 

＜障害者虐待防止法による対応の枠組み＞ 

 

  ※政令市・中核市（横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市）に所在する障害福祉施設に対する指導

監督は県ではなく、政令市・中核市が行う。 

（障害者総合支援法等に基づく監督権限は政令市・中核市が有しているため。） 

 

 

＜用語の定義＞ 

１ 障害者 

   身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他心身の機能の障害がある

者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を

受ける状態にあるもの。（障害者手帳を取得していることは要件ではない。） 

 

２ 養護者による障害者虐待 

養護者（障害者の家族、親族、同居人等）が養護する障害者に対して行う、次のいず

れかに該当する行為。 

① 身体的虐待 
障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加え、又は正当

な理由なく障害者の身体を拘束すること 

② 性的虐待 
障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせつな行為をさせること。 

養護者による障害者虐待 

[市町村の責務]相談等、居室確保、連携確保 

 

     通 報 

 

 

障害者福祉施設従事者による障害者虐待 

[設置者等の責務]虐待防止等のための措置の実施 

 

    通 報     報 告 

 

 

使用者による障害者虐待 

[事業主の責務]虐待防止等のための措置の実施 

 

通報 

               報告 

          通知 

 

虐
待
発
見 

 
①事実確認（立入調査等） 

②措置（一時保護、後見審判請求） 

市町村 

虐
待
発
見 

 
市
町
村 

 
①監督権限等の適切な行使 

②措置等の公表 

都道府県 

虐
待
発
見 

 
市
町
村 

都
道
府
県 

 
①監督権限等の適切な行使 

②措置等の公表 

労働局 
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③ 心理的虐待 
障害者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の障害者に著しい心理

的外傷を与える言動を行うこと。 

④ 放棄・放置（ネグレクト） 
障害者を衰弱させるような著しい減食、長時間の放置、養護者以外の同居人による

①から③までに掲げる行為と同様の行為の放置等養護を著しく怠ること。 

⑤ 経済的虐待 
養護者又は障害者の親族が当該障害者の財産を不当に処分することその他当該障

害者から不当に財産上の利益を得ること。 

 

 

３ 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待 

障害者福祉施設従事者等※ が行う、次のいずれかに該当する行為。 

（下線部：養護者による障害者虐待と異なる点） 

① 身体的虐待 
障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加え、又は正当

な理由なく障害者の身体を拘束すること。 

② 性的虐待 
障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせつな行為をさせること。 

③ 心理的虐待 
障害者に対する著しい暴言、著しく拒絶的な対応又は不当な差別的な言動その他の

障害者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。 

④ 放棄・放置（ネグレクト） 
障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、他の利用者による①か

ら③までに掲げる行為と同様の行為の放置その他の障害者を養護すべき職務上の

義務を著しく怠ること。 

⑤ 経済的虐待 
障害者の財産を不当に処分することその他障害者から不当に財産上の利益を得る

こと。 

 

 ※ 障害者福祉施設従事者等 

   障害者総合支援法等に規定する下記の業務に従事する者。 

・障害者福祉施設 

・障害福祉サービス事業（居宅介護、生活介護、就労継続支援、共同生活援助など） 

・一般相談支援事業及び特定相談支援事業 

・移動支援事業 

・地域活動支援センター 

・福祉ホーム 
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４ 使用者による虐待 

使用者（事業主、管理監督者等）が行う、次のいずれかに該当する行為。 

（下線部：養護者による障害者虐待と異なる点） 

① 身体的虐待 

障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴力を加え、又は正当

な理由なく障害者の身体を拘束すること。 

② 性的虐待 

障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせつな行為をさせること。 

③ 心理的虐待 

障害者に対する著しい暴言、著しく拒絶的な対応又は不当な差別的言動その他の障害

者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。 

④ 放棄・放置（ネグレクト） 

障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、他の労働者による①か

ら③までに掲げる行為と同様の行為の放置その他これらに準ずる行為を行うこと。 

⑤ 経済的虐待 

障害者の財産を不当に処分することその他障害者から不当に財産上の利益を得る

こと。 

 

＜関係条文＞ 

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律 

（平成23年６月24日法律第79号） 

（公表） 

第20条 都道府県知事は、毎年度、障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の状況、

障害者福祉施設従事者等による障害者虐待があった場合に採った措置その他厚生労働

省令で定める事項を公表するものとする。 

 

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律施行規則 

（平成24年９月24日厚生労働省令第132号） 

（都道府県知事による公表事項）  

第３条  法第20条 の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。  

一  障害者福祉施設従事者等による虐待があった障害者福祉施設等の種別  

二  障害者福祉施設従事者等による虐待を行った障害者福祉施設従事者等の職種 

 

 

 

 


